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トランプ大統領の公約――
NAFTA再交渉
　米墨加の３カ国間で締結された
NAFTAは、商品・サービスの貿易障
壁の撤廃による国境を越えた移動の促
進、投資機会の拡大、知的財産の保護・
規制などを目的に掲げ、1992年12月
に署名、94年１月に発効した。協定
締結時より段階的、品目別に関税率の
低下・撤廃が行われ、2008年に全対
象品目の関税が撤廃された。トランプ
大統領は選挙期間中から、NAFTAを
「米国史上最悪の貿易協定」と呼び、
メキシコからの輸入品、特に自動車・
自動車部品に高い関税を課すなどの見
直しを行うか、さもなければ脱退する
と公約していた。
　以前より、アナリストや研究者の間
では、NAFTAのもたらしたプラスと
マイナスの影響が論じられてきた。し
かし、脱退の可能性もある現在では、
NAFTA発効後にアメリカの一部の工
場および雇用が失われたのは確かであ
るが、それは、中国からの輸入、製造
工程の自動化やクリーン・エネルギー
志向といったグローバリゼーションの
進展や新たな産業の出現など、メキシ
コとの貿易以外の要因が大きいとの分
析が多く見られる （注１）。明確な根拠

を示すことなくメキシコへの非難を続
けるトランプ大統領は、TPP離脱の
大 統 領 令 を 署 名 し た １ 月23日、
NAFTAの再交渉を公式に表明した。

米労組AFL-CIOは再交渉に
積極的な姿勢
　アメリカ労働総同盟・産業別組合会
議（AFL-CIO）は当初より、再交渉
へ参加する意欲を強く示していた。
2016年12月、AFL-CIOは、NAFTA
再交渉で取り上げるべき六つの重要項
目（『労働者のためにNAFTAを改善
する六つの方法』）を発表した（注２）。
これによれば、再交渉において、①外
国投資家と国家との紛争解決手段とし
ての私的司法制度（ISDS条項）の廃
止（注３）、②労働・環境規制の強化、
③為替操作に対する取り組み、④自動
車・自動車部品に対する原産地ルール
の強化、⑤米国製品の購入を進める
Buy Americanルールに反するよう
な政府調達条項の削除、⑥アンチダン
ピング・相殺関税についての審査及び
紛争解決に関する取り決めの見直しま
たは廃止――を求めている。選挙戦で
はヒラリー候補の強力なサポーターで
あったAFL-CIOは、トランプ大統領
の医療保険制度改革等に強く抵抗しな
がらも、大統領の経済政策については

歓迎する姿勢をみせ、NAFTA再交渉
への協力を申し出ている。これらの行
動に、再交渉への高い関心が表れてい
る。
　１月24日のガーディアン紙に寄稿
し たAFL-CIOの ト ラ ム カ 会 長 は、
NAFTA再交渉では最初にISDS条項
廃止を、次に「労働規制」の強化を、
最後にその他の項目に取り組むべきだ
と述べている（注４）。この「労働規制」
は、正式には、「労働に関する北米協定」
（NAALC：Nor th  Amer i can 
A g r e e m e n t  o n  L a b o r 
Cooperation）の名称を持ち、本協
定に付随する協定のため「補完協定」
（side agreement）とも呼ばれる。
そもそもNAFTAは先進国と途上国間
に結ばれた最初の自由貿易協定である。
それゆえ途上国の低賃金労働によって
自国の労働者の賃金が引き下げられる
「底辺への競争」を危惧した米労組は、
NAFTA締結に反対の立場をとってい
た。これを背景として、NAFTAは参
加国内の労働基準や労働条件の規制を
盛り込んだ初めての自由貿易協定と
なった。
　NAALCは、「職場の安全衛生」「児
童労働」「最低賃金規制」にかかる権
利の侵害があった場合、当該国に通商
制裁を行うことを認めている。また、
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結社の自由やストライキの行使、差別
撤廃等のその他重要な権利侵害に対し
ては、制裁は認められないが、それら
権利の促進を求めることは可能である。
権利の侵害が起きた際の告発の処理機
関として、各国政府の労働省下に国家
管理部（NAO）が置かれ、当該問題
の発生した国以外のNAOに告発する
ことが規定されている。このことによ
り、これまでNAALCは労働組合の国
際協力を促進し、そのシステムを通じ
て、参加国での労働法違反の告発や、
政府、企業並びに（メキシコの場合）
官製組合への圧力として機能してきた

（注５）。
　さらに近年の米国が締結した自由貿
易協定では、結社の自由や団体交渉権
を含む、より広範な労働者の権利に法
的強制力が認められている（注６）。こ
の場合、労組の影響力もより強くなる
と考えられる。

米通商代表が議会に草案を
提出
　米政府も、再交渉の場で労働規制を
取り上げることを想定している。米通
商代表部（USTR）は、３月30日、
NAFTA再交渉に向けた草案を議会に
提出した。草案には、非関税障壁の廃
止、原産地ルールの変更、電子商取引・
知的財産権の保護・強化、ISDS条項
の維持・改善、政府調達ルールの変更、
国内産業が脅かされる場合に特恵関税
の一時的廃止を可能とするメカニズム
の構築（注７）、国営企業による不公正
競争の防止、環境・労働関連の規制・
諮問制度の改善、反ダンピング・相殺
関税に関する紛争処理制度の廃止等が
具体的なトピックとして挙がる。その
前文では、25年前の交渉で作成され
たNAFTAが時代遅れである領域とし
て、特に、電子商取引（が含まれてい

ないこと）、労働・環境規制、知財権利、
国営企業、原産地規則などが言及され、
これらが反映された近年の貿易協定の
踏襲を示唆している（注８）。

メキシコ政府、使用者らは
積極的な対応
　全輸出額の８割を米国向けに占める
メキシコでは、NAFTAの再交渉が決
定した直後に、政府および経営者側は、
公の場で再交渉への姿勢を示した。ま
ず、メキシコのペニャ・ニエト大統領
は、トランプ大統領が再交渉を表明し
た同日に、米国政府との交渉における
10の目標を提示した。①メキシコ移
民の権利と取り扱い、②移民の本国送
還における取り扱い、③中米諸国の発
展への両国の協力、④自由な送金の確
保、⑤武器等の不法な持ち込みの防止、
⑥北米自由貿易の維持、⑦通信・エネ
ルギー・電子取引等の新規産業の追加、
⑧メキシコ労働者の賃金の改善、⑨投
資環境の保全、⑩国境に関する協力、
である。メキシコ人移民への差別的発
言や国境の壁建設の費用請求などを繰
り返すトランプ大統領に対して、メキ
シコ政府としては、貿易以外の諸項目
を交渉のテーブルに載せることを強調
している（注９）。
　経営者側は、１月の時点で、経営者
調整会議（CCE）と全国工業会議所
連合（CONCAMIN）の主導で、政
府と協働するための国際交渉戦略諮問
委員会（CCENI）や、全産業の主要
企業家らが参加する「密室クラブ」
（Cuarto de Junto）を立ち上げ、協
議を始めていた。これらの場で、アメ
リカの脱退も視野に入れ、再交渉の
様々なシナリオを想定した対応策が練
られている。防衛するだけではなく、
むしろこの機会を利用すべきだとの意
見もある（注10）（注11）。使用者団体と

政府の話し合いは、２月初めに開始さ
れた。

メキシコの代表的労組は
PRI政権や米労組に追従
　一方で、労働組合は消極的な姿勢を
見せている。メキシコでは、20世紀
前半に国家主導による農民、労働者、
公務員の組織化が行われ、主要組織は
各部門の代表権を独占し利益分配を受
けるのと引き換えに、国家への忠誠が
求められる「国家コーポラティズム」
が生まれた。これを出自とする労働組
合（以下「官製組合」と呼ぶ）が今日
まで労働者代表として主要な政治ポス
トを占めている（注12）。しかし90年代
以降、独立系組合が労組の経営参加、
経営者との協力（注13）、組織内民主主
義などを主張し台頭してきた。今日で
は、独立系組合の組合員規模は官製組
合のそれを上回ると考えられる。
2017年２月、現政権与党の制度的革
命党（PRI）は、官製組合であるメキ
シコ労働者連合（CTM）にNAFTA
見直し議論への参加を要請した。
CTMのアセベス・デル・オルモ書記
長は、「メキシコの直面するチャレン
ジに対して、労働者は、企業および大
統領と協力する用意がある」（注14）と
受け身の姿勢でこれに応えた。
　これに対して、メキシコ最大の独立
系組合である労働者全国連合（UNT）
は、４月５日に行われた組合会議にて、
アメリカのAFL-CIOと協働で（注15）、
移民、労働問題、国境の壁建設および
NAFTA再交渉の課題に取り組むこと
を 発 表 し た。 メ キ シ コ の 通 信 社
Notimexによれば、両組織は、これ
らの行動計画を策定するため組織間協
定を拡張する予定で、すでに話し合い
と情報交換を始めている。UNTはまた、
NAFTA再交渉において独立系労働運
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動の姿勢を提示できるような交渉の空
間を求めた（注16）。

労働補完協定改定の可能性
　メキシコ国内では、今回の再交渉を
前に、経営者側が自発的な対応策をと
る一方、労働組合側は官製も独立系も
出足が遅く、米国の後追いとの印象は
否めない。とはいえ、米労組による不
均衡を是正するためのメキシコの低賃
金および労働条件の見直し要求、米通
商代表による労働規制の更新に言及す
る草案の提出、そして近年の米国の貿
易協定に見られる、より広範な権利の
保護を目的とした労働関連条項の存在
といった条件が揃っており、NAFTA
の労働補完協定を見直すにあたっての
大きな障壁は（トランプ大統領自身の
他に）ないと言える。長期的にはメキ
シコの労使関係および組合活動に影響
を及ぼす可能性があり、メキシコに工
場を置きアメリカに製品を輸出してい
る日本企業にとっても、無関係ではな
い。

［注］
１　例えば、ピーターソン国際経済研究所（PIIE）

のNAFTA関 連 の レ ポ ー ト が 挙 げ ら れ る。
［https://pi ie .com/research/trade-
investment/north-american-free-trade-
agreement］（2017/04/28閲覧）

２　AFL-CIOのウェブサイト［https://aflcio.
org/2016/12/20/6-ways-we-could-
i m p r o v e - n a f t a - w o r k i n g - p e o p l e ］
（2017/04/28閲覧）

３　国や地方行政が実施する規制や政策が外国投
資家もしくは外国企業の利益を損なう場合、私
設の仲裁裁判所に提訴できる制度。損害賠償等
の対象となり、国益に反するとの批判がある。

４　The Guardian紙ウェブ版の2017年１月24
日 付 け 意 見 欄 （Richard L Trumka ,“We 
celebrate TPP's death. Now the Nafta 
trade deal must be re-written,”January 24, 
2017）。

５　1994年から2010年の間に行われた全39の
告発のうち、その大半（17）はメキシコ人労
働者の組織化の自由に対するものであった。
G r a c i e l a  B e n s u n s á n  &  K e v i n  J . 
Middlebrook （2013） Sindicatos y política 
en México: cambios, continuidades y 
contrad icc iones ,  México ,  FLACSO 
M e x i c o ;  U n i v e r s i d a d  A u t ó n o m a 
Metropolitana -Unidad Xochimilco; 
CLACSO.

６　2007年以降に締結された米国の貿易協定（ペ
ルー、コロンビア、パナマ、韓国との二国間協
定） を 指 す。Mary Jane Bolle, “Overview 
of Labor Enforcement Issues in Free 
Trade Agreements,” （Congressional 
Research Service, 2016）.

７　いわゆる「関税の復活」に言及した個所。
８　草案原文の他、ウォールストリートジャーナ

ル紙等参考。実際の交渉では、本草案に大幅な
変更が加えられることも予想され、交渉開始ま
で不透明な部分が多い。

９　2017年１月23日付けMILENIO紙デジタル
版 （“Peña p lan tea  10  puntos  para 

negociación con EU,” 23 de enero del 
2017）。

10　CCEのJuan Pablo Castañón会長は「メキ
シコはこの不確定の時を、長年達成されていな
いことを求めるために利用しなければならない。
市場の多様化や、特に国内市場の強化である」
と述べた。

11　2017年1月23日 付 けEl Financiero紙 
（Leticia Hernández,“Listo, el “Escuadrón 
IP” para las negociaciones del TLCAN,”
23 de enero del 2017）。

12　畑惠子「メキシコの労働・社会保障改革」『新
興工業国における雇用と社会保障』研究双書
No.565（アジア経済研究所、2007年）。

13 ただし官製組合も、80年代の経済危機、経済
の自由化を経て、企業に対して従順で、労働者
の管理に干渉しなくなった。この意味では経営
者に協力的だとも言える。

14　2017年2月25日 付 けEl Universal紙
（Alejandra Canchola,“Pide PRI a CTM 
en revisión del TLCAN,”25 de febrero 
del 2017）。

15　50年代からAFL-CIOとメキシコのCTMは
形式的な同盟関係を結んでいた。しかし、
NAFTAに反対し、積極的な組合活動を求める
AFL-CIOは、PRI政府に黙従するCTMを前に、
独立系組合に接近するようになった。今日まで
CTMとの形式的な関係を続けるものの、実質
的な協力関係はUNTなどの独立系組合と有す
る。前掲・脚注5 Bensunsán & Middlebrook 
（2013）。

16　2017年4月5日付け20minutos （“México y 
EUA ampliarán convenio en materia 
laboral y migratoria,” 5 de abril del 2017）。

（和田佳浦）


